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2026 年 5 月 22 日 

 

株式交換に係る事前開示事項 

 

東京都港区赤坂四丁目９番 17 号 

ａｂｃ株式会社 

代表取締役 松田  元 

 

ａｂｃ株式会社（以下「当社」といいます。）及び株式会社ボンド（以下「ボンド社」と

いいます。）は、2026 年５月 21 日付で、当社を株式交換完全親会社、ボンド社を株式交換

完全子会社、効力発生日を 2026 年６月 12 日とする株式交換契約（以下「本株式交換契約」

といいます。）を締結し、当該契約に基づき株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を

行うことにいたしました。 

本株式交換に関する会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める事前開

示事項は、下記のとおりです。 

なお、本株式交換は、当社において会社法第 796 条第２項に定める簡易株式交換に該当

します。 

 

記 

１. 株式交換契約の内容（会社法第 794 条第１項） 

 

別紙１のとおりです。 

 

２. 会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193 条第１号） 

 

別紙２のとおりです。 

 

３. 会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193 条第２号） 

 

該当事項はありません。 

 

４. 株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193 条第３号） 

 

(１) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 
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別紙３のとおりです。 

 

(２) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

該当事項はありません。 

 

(３) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

該当事項はありません。 

 

５. 株式交換完全親会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大

な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行

規則第 193 条第４号） 

 

該当事項はありません。 

 

６. 株式交換が効力を生ずる日以降における株式交換完全親会社の債務の履行の見込みに

関する事項（会社法施行規則第 193 条第５号） 

 

会社法 799 条第１項の規定により、本株式交換について異議を述べることができる

債権者はいないため、該当事項はありません。 

以上 
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別紙１ 株式交換契約の内容 

 

次頁以降をご参照ください。 
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株式交換契約書 

 

abc 株式会社（以下「甲」という。）と株式会社ボンド（（以下「乙」という。）とは、2026

年 5月 21日付（以下「本契約締結日」という。）で、以下のとおり株式交換契約（以下「本

契約」という。）を締結する。 

 

第（1（条（株式交換） 

甲及び乙は、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本

株式交換」という。）により、乙の発行済普通株式の全部を甲に取得させる。 

 

第（2（条（商号及び住所） 

甲及び乙の商号及び住所は、以下のとおりである。 

(1) 甲（株式交換完全親会社） 

  商号：abc 株式会社 

     住所：東京都港区赤坂四丁目 9番 17号 

(2) 乙（株式交換完全子会社） 

  商号：株式会社ボンド 

     住所：東京都港区新橋三丁目 7－3新橋フォディアビルB1F 

 

第（3（条（効力発生日） 

本株式交換がその効力を生じる日（以下「効力発生日」という。）は、2026 年 6月 12日

とする。ただし、株式交換手続の進行状況に応じて必要があるときは、甲乙協議の上、書

面により効力発生日を変更することができる。 

 

第（4（条（本株式交換に際して交付する株式及びその割当て） 

1． 甲は、本株式交換に際して、効力発生日の前日の最終の乙の株式名簿に記載又は記

録された株主（ただし、甲を除く。）に対して、その保有する乙の普通株式の数の合計

に 35,710 を乗じて得た数の甲の普通株式を割当交付する。 

2． 甲は、効力発生日の前日の最終の乙の株式名簿に記載又は記録された株主（ただし、

甲を除く。）に対して、その保有する乙の普通株式 1 株につき、甲の普通株式 35,710

株の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。 

3． 前二項に従い、甲が割当交付する甲の普通株式の数に 1 株に満たない端数がある

ときは、甲は、会社法第 234 条その他の関係法令の規定に従い処理する。 

 

第（5（条（甲の資本金及び準備金の額） 

本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39条の規定に
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従い、甲が別途定める金額とする。 

 

第（6（条（株主総会の承認） 

1. 甲は、会社法第 796 条 2 項の規定により、本契約について会社法第 795 条第１項に

定める株主総会の承認を得ないで本株式交換を行う。ただし、会社法第 796 条 3 項

の規定により、本契約につき株主総会の承認が必要となった場合、甲は、効力発生日

の前日までに、本契約の承認及び本株式交換に必要な事項に関する株主総会の決議

を求める。 

2. 乙は、2026 年 5月 21日に開催予定の臨時株主総会（以下「乙の株主総会」という。）

において、本契約の承認及び本株式交換に必要な事項に関する株主総会の決議を求

めるものとする。 

3. 本株式交換の手続の進行上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲及び乙

は、協議し合意の上、乙株主総会の開催日を変更することができる。 

 

第（7（条（善管注意義務） 

甲及び乙は、本契約締結日後効力発生日までの間、善良なる管理者の注意をもって各自の

業務を執行し、一切の財産の管理を行い、その財産及び権利義務について重大な影響を及

ぼす事項については、あらかじめ甲乙協議の上合意して実行する。 

 

第（8（条（本契約の変更及び解除等） 

本契約締結日から効力発生日までの間に、甲又は乙の財産状態又は経営状態に重大な変

動が生じ又は明らかとなった場合、本株式交換の実行に重大な支障となる事態が生じ又

は明らかとなった場合、その他本契約の目的の達成が困難となった場合は、甲乙協議の上、

本株式交換の条件その他本契約の内容を変更し、又は本契約を解除することができる。 

 

第（9（条（本契約上の地位等の譲渡禁止） 

甲及び乙は、相手方当事者の書面による事前の承諾なくして、本契約上の地位又は本契約

に基づく権利若しくは義務の全部又は一部を、第三者に譲渡若しくは継承させ、又は担保

に供してはならない。 

 

第（10（条（本契約の効力） 

本契約は、効力発生日の前日までに、第 6 条第１項ただし書きに定める甲の株主総会に

おける承認（ただし、会社法第 796 条第３項の規定に従い本契約について甲の株主総会

による承認が必要となった場合に限る。）若しくは第６条第２項に定める乙の株主総会の

承認が得られないとき、又は本株式交換に必要となる法令に定める関係官庁等の承認が

得られないとき、又は第 8条に従い本契約が解除されたときは、その効力を失う。 
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第（11（条（準拠法） 

本契約は、日本法に準拠し、これに従って解釈される。 

 

第（12（条（管轄裁判所） 

甲及び乙は、本契約に関連する一切の紛争については、東京地方裁判所を第一審の専属的

合意管轄裁判所とすることにつき合意する。 

 

第（13（条（誠実協議） 

本契約に定めるもののほか、本株式交換に関して必要な事項について疑義が生じた場合、

当事者は誠実に協議の上、信義誠実の原則に従って解決する。 

 

（以下余白） 
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この合意の証として、本契約書 2通を作成し、甲乙双方記名押印の上各 1通を保有する。 

 

2026 年 5 月 21 日 

 

（甲） 

住 所 東京都港区赤坂四丁目 9番 17号 

会社名 abc 株式会社 

代表者 代表取締役 松田  元 

 

 

（乙） 

住 所 東京都港区新橋三丁目 7－3新橋フォディアビルB１F 

会社名 株式会社ボンド 

代表者 代表取締役 平田 比呂 
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別紙２ 会社法 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関

する事項 

 

１. 本株式交換に際して交付する株式の数又はその数の算定方法及びその割当ての相当性

に関する事項 

 

(1）本株式交換に係る割当ての内容 

 

 
当社 

（株式交換完全親会社） 

ボンド社 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る 

割当比率 
１ 35,710 

本株式交換により 

交付する株式数 
当社の普通株式：714,200株 

（注１）本株式交換に係る割当比率 

当社は、ボンド社の普通株式１株に対して、当社株式35,710株を割当て交付い

たします。本株式交換により交付する当社の普通株式の数は714,200株となり

ます。なお、当該交付に係る全ての株式について、新たに714,200株を発行す

る予定です 

（注２）単元未満株式の取扱い 

本株式交換により、当社の単元未満株式（100株未満）を保有することとなる

ボンド社の株主については、金融商品取引所市場においてその保有する単元

未満株式を売却することはできませんが、会社法第192条第１項の規定に基づ

き、当社に対し自己の保有する単元未満株式の買取りを請求することができ

ます。また、当社の株主は、株式取扱規程に定めるところにより、その有する

単元未満株式と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを当社に請

求することができます。 

（注３）１株に満たない端数の取扱い 

本株式交換に伴い、当社の普通株式１株に満たない端数が生じた場合、会社法

第234条その他の関連法令の定めに従い、その端数の合計数（合計数に１株に

満たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとします。）に相当する数

の当社株式を売却し、かかる売却代金をその端数に応じて交付いたします。 

 

(2）本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠 

 

①  割当ての内容の根拠及び理由 

当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定にあたって公平性・妥当性を担

保するため、当社及びボンド社グループから独立した第三者算定機関である東京フィナ

ンシャル・アドバイザーズ株式会社（以下、「ＴＦＡ」という）に算定を依頼いたしまし

た。提出を受けた株式交換比率の算定結果、並びに両社の財務状況、業績動向、株価動

向等を参考に、両社間で慎重に協議を重ねた結果、上記「(1）本株式交換に係る割当て

の内容」に記載の株式交換比率が、ＴＦＡが算定した株式交換比率の算定結果のレンジ

内のため妥当であるとの判断に至り合意いたしました。なお、この株式交換比率は、算
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定の基礎となる諸条件について重大な変更が生じた場合、両社間の協議により変更する

ことがあります。 

 

  ②（算定に関する事項 

ア 算定機関の名称並びに当事会社との関係 

算定機関であるＴＦＡは、当社及びボンド社の関連当事者には該当せず、本株式交

換に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 

 

イ 算定の概要 

当社株式については、当社が東京証券取引所スタンダード市場に上場しており、市

場株価が存在することから、市場株価平均法（2026年５月20日を算定基準日とし、算

定基準日を含む直近１ヶ月間及び３ヶ月間の各期間の終値の単純平均法に基づき算

定）を用いて算定いたしました。算定された株価は、基準日は112円、直近１ヶ月間

173円及び直近３ヶ月間201円です。 その結果、当社株式の１株当たり株式価値の評

価レンジは以下のとおりです。 

算定方式 算定結果 

市場株価平均法 112円〜201円 

 

ＴＦＡは、ボンド社の株式価値については、非上場会社であるため市場株価が存在

しないこと、将来清算する予定はない継続企業であること、事業規模等の観点から参

照しうる類似上場会社がないことから類似上場会社法は採用せず、また、その株式価

値の源泉は将来の収益獲得能力にあることから、修正簿価純資産法ではなく、将来の

事業活動の状況に基づく収益獲得能力を評価に反映させるためにディスカウンテッ

ド・キャッシュ・フロー法（DCF法）を用いて株式価値の算定を行いました。ＴＦＡ

は、ボンド社の株式価値算定に際して、提供を受けた情報、ヒアリングにより聴取し

た情報、一般に公開されている情報等を原則としてそのまま採用しております。 

また、採用したそれらの資料及び情報が全て正確かつ完全なものであること、ボン

ド社の株式価値算定に重大な影響を与える可能性のある未開示の情報は存在しない

こと、かつ、ボンド社の将来の利益計画や財務予測が現時点における最善の予測と判

断に基づき合理的に作成されていることを前提としており、独自にそれらの正確性及

び完全性の検証を行っておりません。 

また、ＤＣＦ方式による算定については、ボンド社が作成した事業計画の予測期間

である３カ年（2027年８月期〜2029年８月期）までの財務予測を基本として、将来キ

ャッシュフローを算定し、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業価値

を評価し算定しております。なお、ＤＣＦ方式を採用したボンド社の財務予測につい

ては、ボンド社の業務が事業計画通りに行われることを前提に予測されたものです。 

算定方式 算定結果 

DCF法 71百万円〜86百万円 

 

下記の事業計画は、ボンド社の業務内容を積み上げた結果算出された事業計画とな

ります。 
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＜ボンド社事業計画（単位：千円）＞ 

 2026年８月期 2027年８月期 2028年８月期 2029年８月期 

売上高 235,000 250,000 365,000 380,000 

営業利益 11,585 17,897 32,897 37,897 

経常利益 11,585 17,897 32,897 37,897 

ボンド社の事業計画は、既存事業の売上成長およびイベント事業の拡大を前提とし

て策定しております。 

ボンド社の直近の実績として、2024年８月期において売上高156百万円、営業利益

７百万円、2025年８月期において売上高226百万円、営業利益１百万円を計上してお

り、広告宣伝費用によって一時的に営業利益は減少しておりますが、既存店舗の運営

を基盤とした事業基盤を有しております。 

今後の売上高については、既存事業における顧客数の増加及び店舗稼働率の向上に

より、段階的な売上拡大を見込んでおります。また、ボンド社は店舗運営の収益に加

えて、大型イベントの開催を通じた収益機会の拡大を計画しております。当該イベン

トは、店舗顧客を基盤とした集客が可能であることから、一定の開催実績及び運営ノ

ウハウを有しており、今後は開催を継続していく方針としております。 

具体的には、当該イベントは１回につき３日間開催し、参加者数は約5,000名、参加

費は１名あたり20,000円程度を想定しております。この前提に基づき、１回のイベン

ト開催による売上高は約100百万円程度、営業利益は約10百万円程度を見込んでおり

ます。 

イベント開催回数については、2026年８月期及び2027年８月期においては年１回の

開催を計画、2028年８月期以降は事業規模の拡大及び運営体制の整備を踏まえ、年２

回の開催を想定しております。 

このように、既存店舗事業による安定的な売上成長に加え、大型イベントの開催に

よる収益機会の創出を組み合わせることで、売上高および利益の段階的な成長を見込

んでいることから、当該事業計画に反映しております。 

 

２. 当該種類の財産を選択した理由 

 

本株式交換は株式を対価とすることにより、現金支出を伴わずに事業基盤を取得で

きる点に意義があります。株式交換の採用により、ボンド社株主と当社株主との利害

を一致させ、中長期的な企業価値向上に資するものと考えております。 

 

３. 株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

 

本株式交換により増加する当社の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第 39 条の

規定に従い、当社が別途定める額といたします。係る取扱いは、法令及び当社の資本

政策に鑑み、相当であると判断しております。 
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別紙３ 株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

次頁以降をご参照ください。 

 

 

 

 

 












